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はじめに･･･ 

近年のICT（情報通信技術） の発達・普及は「情報」入手・整理を容易にし、ビジネス

の幅は広げビジネスモデルを大きく進化させた。さらに、ブロードバンドゼロ地帯がほぼ

解消されたことやWeb2.0の発達により誰もが情報の発信者となることが可能になったこと

により、「情報」を手に入れ活用する能力の有無の重要性は個人レベルでも増している。 

情報革命は農業革命・産業革命に続く第三の革命と称されるように大きな変化をもたら

した。 

そのような日進月歩のICT分野においてビジネスを繰り広げるのがICT企業である。ICT

企業はその生き馬の目を抜くような変化を適切に見抜かなくてはならず多くの企業が誕生

し消えていった。 

私はICT企業の中で特に現在大きな存在感を示すMicrosoft・Amazon・Googleについて

彼らがなぜ激しい競争を勝ち残ってきたのかを多角的な視点で考察したい。その上で彼ら

の取る新しい戦略が成功のいかんに関らずこれからのICT社会の発展に大きな影響を与え

ると考え、３社の戦略やそれに関連する競合となる企業の動向を基にこれからのICT社会の

あり方を考察していきたい。 
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第一章 ICT の黎明期におけるビジネスモデル 

PC の誕生から現在に至るまで様々な企業が興隆し、没落していった。一体どのような要素

が企業の盛衰を決定づけたのだろうか。私は最新の ICT 企業の動向を分析する前にここに

至るまでの経緯を分析することは重要であると考えここで述べることとします。 

 

1. 初期の情報通信産業の構造 

 1-1 垂直統合型ビジネスモデル 

初期の情報通信産業において企業は技術をブラックボ

ックス化することによって競争に生き残ろうとした。

いわゆる垂直統合型の構造によるビジネスモデルであ

る。例えば、IBM の PC の OS やソフトウェアは IBM

の PC 向けに作られており、他社の PC で使用するこ

とはできなかったのである。 

 

1-2 水平分業型ビジネスモデル 

それが 1981 年に IBM が IBM-PC の CPU と OS を

外注したことをきっかけに互換機が誕生し、部品が

「モジュール化」されることによってコンピューター

業界の水平分業化が進んだ。 

 

 

1-2.1 Windows の誕生 

このような流れの中で成長したのが MS-DOS（のちの Windows）を

作り出した Microsoft である。Intel と Microsoft は内部情報を著作権

で守りながらインターフェースを公開し、IBM 以外のメーカーにも周

辺機器やアプリケーションの開発を奨励した。結果的に、PC 互換機

の部品はハードウェア・ソフトウェアとも完全に標準化され世界中で

生産されるようになったのである。 

余談であるが現在のデジタル家電において総合電機メーカーは垂直統合型ビジネスモデル

で技術を囲い込もうとしている。この傾向が今後どのように影響をもたらすのかも興味深

い。 
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2. インターネットビジネスの誕生の下地 

2-1 「情報活用競争」の勃発 

1985 年に米国レーガン政権時代の「産業競争力委員会（President’s Commission on 

Industrial Competitiveness）」が「Global Competition : The New Reality」（通称：ヤン

グ・レポート）をまとめ，米国は、従来のアンチ・パテント（特許軽視）からプロ・パテ

ント（特許重視）に切り替わり、知的財産を武器とする政策に変わっていった。そして、

大方の輸出を行っている日本企業の知的財産部門は以降、米国裁判所の特許侵害事件で被

告人席に着くことになる。また、80 年代後半は電機業界の製品もアナログ機器からデジタ

ル機器へと急速に変貌していく時期でもあった。このデジタル機器が意味するものは，製

品の世界規模でのボーダレス化であり企業の知的財産部門もグローバルな技術競争の上で、

全世界的な規格特許取得に向かわなければならなくなった。日本もここより「情報活用競

争」に巻き込まれていくことになる。この様な環境の中でインターネットビジネスは誕生

したのである。 

 

2-2 インターネットビジネスの誕生の経緯 

 2-2.1 インターネットビジネスの誕生 

一台の大型コンピュータでデータを集中管理するより、複数の分散させて管理するほうが

核攻撃などを受けた際の被害を最小限の抑えることができるとの発想のもと、1960 年米国

国防総省高等研究計画局による軍事研究の一環として実験が始められＡＲＰＡＮＥＴが誕

生した。これがインターネットの原型である。その後８０年代に軍の手を離れて全米科学

財団に移管され、大学や研究機関などの利用を目的としたＮＦＳＮＥＴになりましたが、

この時点では学術研究機関や企業の公的学術研究以外の目的で使うことはできず、主に電

子メールやネットニューズが利用されていました。 

ところが、1991 年、商用インターネット協会（ＣＩＸ）が設立され、商用利用も制限しな

いという合意が成立しました。さらに、1994 年、ハイパーリンク機能を備えたマルチメデ

ィアドキュメントシステム WWW の登場をきっかけに、ビジネスでの利用や家庭からの利

用が爆発的に増大し、世界規模の情報通信インフラストラクチャとしての地位を得るに至

りました。こうしてインターネットビジネスが誕生したのです 

  2-2.2 インターネットビジネスの危機 

インターネットインフラの発達とともにインターネットビジネスも注目を浴びるようにな

った。それとともに低务な内容のウェブサイトや既存のメディアとの軋轢が表面化するよ

うになった。アメリカでは 1995 年にインターネット上「品位のない」コンテンツを規制す

る「通信品位法」がした。最終的には「表現の自由を定めたアメリカ憲法の反する」とし

て施行が差し止められることになったが、いかに黎明期のインターネットビジネスの環境

が混沌としていたかを象徴した事例と言えるだろう。 

もし、この法案が成立していたらGoogleのような会社は誕生していなかったかもしれない。 
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2-3 インターネットバブルの崩壊 

1990 年代末期に、消費者との直接の双方向的通信を大量に処理できる e-コマースの可能性

が現実化し多くの会社がインターネット関連投資に走り、これらのサービスを提供する IT

関連企業に注目が集まった。1998 年から 1999 年にかけて持続した米国の低金利がベンチ

ャー創業資金や投資資金の調達を容易により株式を公開したベンチャー企業創業者は莫大

な富を手にし、シリコンバレーを中心にベンチャー設立ブームに拍車をかけた。米国では

ドットコム・ブームと呼ばれるこの現象は当時、米国の経済学者に「ニューエコノミー」

としてもてはやされた。しかし、連邦準備制度理事会の利上げを契機に株価は急速に崩壊

してゆくことになる。このような株価の崩壊のなかで、多くの IT 関連ベンチャーは倒産に

追い込まれ、2002 年の米国 IT 関連失業者数は 56 万人に達した。グーグル、アマゾン・ド

ットコムや e-ベイなど一部の堅実なベンチャーのみが生き残ることができ、これらの企業

がその後のインターネットビジネスを形作って行くのである。 

 

3. ポータルサイトの誕生により洗練される ICT 活用 

 3-1 Yahoo!の誕生の意義 

ウェブ上のコンテンツを調査し キーワードで分類し

てデータベースとして蓄積し必要なコンテンツを探

すユーザーに対して検索フォームを提供するという

検索エンジンの運用と検索サービスの提供という図式は、Yahoo!をはじめとする数社によ

って始められ、かつ確立された。ヤフーはメールや広告、ゲーム、ニュース、スポーツ情

報、天気予報、株式市況をはじめとして、ユーザーを呼び寄せて、満足したユーザーを引

き留められそうだと管理者が思いついたありとあらゆるサービスを提供していた。このよ

うなインターネットの玄関口になるようなサイトをポータルサイトと呼ぶ。ユーザーがウ

ェブを探し回る必要があると感じた場合に備えてヤフーが用意したガイドは、人間が手作

業で編集し、慎重にもみ殻から小麦を選り分けたウェブサイトをカテゴリ別に細かく分類

し並べていただけに、最も信頼性が高いと広く認められていた。Yahoo!などのポータルサ

イトの発展は、人々のオンラインショッピングやネットサーフィンに対しての不安を一部

解消しインターネットビジネスの発達に寄与することになった。 
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第二章 Web2.0 によるネットビジネスの変化 

インターネットにおけるビジネスモデルの類型を説く Web2.0 について理解することは、現

在の各企業のビジネス戦略を深く理解するために必要なものであり、本論文の結論を導く

に必要なものであると考えここで説明させていただきます。 

1. Web2.0 の誕生 

Web2.0 という言葉は 1994 年に O’Reilly Media 社の Dale Dougherty 氏が使い始めたもの

である。この言葉は Web という空間がそれまでの発信者からの一方的な情報発信の場から、

集合知やユーザー参加による双方向通信の場となる「プラットフォーム」的な場になって

ゆく変化を的確にとらえていた。 

2. Web2.0 の特徴 

では、なにが Web2.0 の特徴なのかをここで説明します。 

Web2.0 の主な特徴について Tim O’Reilly 氏は 2005 年 10 月の論文「What is Web2.0」の

中で７項目を挙げている。以下にその主な特徴を簡単に述べることにする 

① Folksonomy（ユーザーの手による情報の自由な整理） 

それまでの Web コンテンツの情報の整理は発信者の手によるものであったが、Web2.0

においてはユーザーは自分が取り出したい情報を検索しやすいように自由に整理する

ことができる。 

② Rich User Experiences（リッチなユーザー体験） 

Ajax や DHTML などの技術を活用しユーザーが直観的な操作をできること。例えば

GoogleMap の地図検索のようにページ遷移することなしに最初の検索対象以外の場所

の地図を閲覧できるようになっているのものが挙げられる。 

③ User as contributor（貢献者としてのユーザー） 

価格ドットコムのクチコミや amazon のレビューのようにユーザーの持っている情報

がコンテンツ作成に役立つこと 

④ Long tail 

かつては「上位２位の商品が売り上げの 8 割を占める」という考え方が一般的であった。

しかし、ウェブを活用することによってニッチな商品（テール）をアピールすることが

できるようになり、そのテール部分を積み重ねることによって利益を出すことが容易と

なった。有力なポータルサイトだけではなく有象無象の個人サイトやブログにコンテン

ツ連動型の広告を載せることによって全体で大きなページレビューを獲得することが

できた Google のアドセンス広告がその例としてあげられる。 

⑤ Participation（ユーザー参加） 

オープンソースのアプリケーション作成やβ版による情報収集のようにユーザーの意

見を開発に反映させようというもの。ブログやＳＮＳなどもこの考え方に含まれる。 

⑥  Radical Trust（根本的な信頼） 

コンテンツは提供する側の物というこれまでの考え方にとらわれず、その知財を共有し



山田正雄ゼミナール卒業論文 

山田正雄ゼミナール８期生 穂坂英寿 

ICT 企業の変化がもたらす新しいネット秩序の構築 

        8 

 

必要に応じて改善、改良することを指す。「知のオープンソース」とも表現することが

でき、wikipedia などがその例としてあげられます。 

⑦  Radical Decentralization（分散性） 

コンテンツやサービスを特定のサーバーから提供するのではなく、ネットワーク経由で

サービスやコンテンツを交換したり機能だけを提供することによって設備強化の負担

低減や利用者を増加を目指し充実を目指すというもの。Ｗｉｎny やＷｉｎＭＸ、後に

説明するクラウドコンピューティングがその例としてあげられる。 

 

3. ICT 業界を変えた Web2.0 

Web2.0 の特徴を一言で述べるとしたら「不特定多数のユーザー参加によるサービスの向上

もしくは負担の軽減」であると言えるだろう。 

なぜこのような仕組みが成り立つようになったかといえば、PC の普及とブロードバンドの

一般化が考えられるだろう。人々は Web をそれまでの店舗の商品解説の場や雑誌のコンテ

ンツの延長線ではなく、自分の世界を広げる場としてとらえ始めたのである。 

これはむしろ新しい考え方ではなく、インターネットの基本理念そのものであると言える

ことができよう。 

それ以前にも同じような考え方を提唱した者は多くいたが、時勢に速すぎついてしっぱい

したのである。 

2000 年期に入るとこの新しいネットビジネスの特徴を的確につかんだ企業こそが成長して

ゆくことになるのである。 
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第三章 主な ICT 企業の発展と浮かび上がるそれぞれの問題点 

Web2.0 の活用によりインターネットビジネスは新しい段階になった。本章では現在注目さ

れる ICT 企業の中から３社を特に挙げ、その発展の経緯について考察してゆきたい。 

 

1. Microsoft の発展と他社との軋轢 

 1-1 Windowsはなぜ Machintoshに勝利

したのか 

2009 年 1 月時点の Windows の OS

シ ェ ア は 88.26% である。（ Net 

Application 調べ。 Mac 9.93％/ Linux 

0.83%/ iPhone 0.48%/ Playstation 

0.04%/ Nintendo Wii 0.01%/ 

FreeBSD 0.01% / SunOS 0.01%）な

ぜこの様な独走状態が起きたのか。

MacintoshPC はハイエンド PC と知

られ先駆的な設計で根強い人気を持

ち今では PC に標準装備されているマウスなどを産み出したが、その価格の高価さや OS の

プログラムの密室性によりサードパーティーのアプリケーション・周辺機器の開発が難し

かった。Windows は OS のコードをサードパーティーと共有することによりユーザーの幅

広いニーズに応えることができ Macintosh に大きくリードすることができた。Windows の

勝因は水平分業型のビジネスモデルと開かれた開発環境にあったと言えるだろう。その後

Windows は自社製のアプリケーションを標準装備させることによってユーザーを囲い込み

その地位を確固たるものにしていったのである。 

 

 1-2 Microsoft が嫌われる理由 

  1-2.1 Microsoft と独占禁止法問題 

合理的な方法で事業を拡大し、事実上 ICT業界の盟主として君臨するMicrosoftであるが問題が

ないわけではない。Windows がディファクトスタンダードとして上記のようなシェアを誇り確固たる

地位を固めすぎたために各国の独占禁止法に抵触しかねない状況になり始めたのである。欧州委

員会はマイクロソフトによる地位濫用が継続していることを理由に 2003 年に予備決定を下し、マイ

クロソフトに対して Windows Media Playerの非バンドル版の Windows の販売と、競合するネ

ットワークソフトウェアと Windows デスクトップおよびサーバとの相互利用のために必要な情報の

開示を命じた。2004年 3月、欧州委員会はマイクロソフトに対して、120日以内にサーバ情報を開

示し、90日以内に Windows Media Player 非バンドル型の Windows の生産という従来の決

定に加えて、当時の欧州委員会が課した制裁金としては史上最高額の 4億 9700万ユーロの支払

いを命じた。マイクロソフトは「欧州委員会は知的財産権と支配的企業の開発委能力に悪影響を与
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える新法の策定を模索している。」とし、反論したが 2004年 7月に制裁金の満額を支払った。 

 1-2.2 Yahoo!買収劇から見る Microsoft 

その他にも Microsoft の抱える問題点としてシリコンバレーなどに嫌われていることが挙

げられる。Yahoo!を買収する際に Microsoft を支持するシリコンバレーの企業・メディアは

ほとんどいなかった。それは「競争相手の製品の形を変え、自社製品の機能にしてしまう」

マイクロソフトの長年の戦略がもたらしたものだった。例えば Netscape は Internet 

Explorer ブラウザを Windows OS に統合されたためブラウザ戦争に敗れた。ベンチャー

的精神を持つシリコンバレーでは合理的ともいえるこの戦略はおおいに嫌われたのである。 

Yahoo!は本来競争相手であり本来自社を追い込んだ張本人として認識されるべきGoogleに

助けを求めた。本来なら検索分野で独占的地位にある Google も Microsoft と同じように嫌

われてもおかしくない。しかし、後述するが Google はシリコンバレー発祥の企業でありそ

の成長過程においても「シリコンバレー好み」であった。そのため Microsoft は泣く泣く

Yahoo!買収をあきらめざるを負えなくなったのである。 

Microsoft の一番の弱点は Microsoft である事かもしれない。後述する今後の OS 競争にお

いても大きく影響するのではなかろうか。 

 

 

 

2. Web2.0を活用した Amazon の戦略 

 2-1 Amazon のロングテール活用戦術 

Amazon は顧客至上主義を

第一に、顧客へ必要なもの

を、安く、早く提供する事を

掲げている。創業者のジェ

フ・ベゾスの考えには、アメリ

カ国内で最大規模の書店が

最大で20万点の書籍を扱っ

ているのに対し、インターネ

ット書店であれば、何倍もの

種類の商品を扱うことが可能

との期待があった。一般的に、

ある特定の分野における売り上げは上位の 20%が全体の 80%を占めるというパレートの法則に従

っているとされている。 

しかし、Amazonは在庫や物流にかかるコストが従来の小売店と比べて遥かに少ない事に着目し

今まで見過ごされてきたこの 80%のロングテールをビジネス上に組み込み、そこからの売り上げを
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集積することにより新たなビジネスモデルを生み出した。設立当初の 4〜5年の期間は、利益が十

分に上がらないことが当事者自身によって戦略として予測されていたことが特徴的といえる。 

2000年にアメリカを中心に起こったネット不況によって、この戦略の妥当性は裏付けられた。 

1990年代末は多くの IT企業が急激な勢いで成長を遂げる中ではAmazonの「低速な」成長は投

資家にとっては不評であったが、インターネット・バブルがはじけ多くの企業が姿を消す中で堅調

な成長に支えられて 2002年の第四四半期にも最大の利益をあげることができた。 

 

2-2 Kindle の登場と出版業界との軋轢 

Kindle とは Amazon が販売する電子ブックリーダーである。発売当初は端末の値段が非常

に高価である、端末のデザインが悪い（両側面が全てボタンになっており、どこを持って

も間違ってボタンを押してしまう）、PDF ファイルが読めない、ダウンロードした本のテキ

ストは保護されており PC や PDA では閲覧できない、読み終わった本を人にあげることが

できない、もしくは古本として売買できない、端末の故障や紛失によって情報が全て失わ

れてしまう、ディスプレイがカラーではない、電子ペーパーの特性としてディスプレイの

応答速度が遅い、などがあったが、Kindle2（第二世代）や KindleDX（大型電子ペーパー

搭載モデル）ではデザインが改良されたり PDF ビューワーが搭載(Kindle2,KindleDX)され

たりすることで改善されてきている。ここでは Kindle が Amazon の成長にこれからどのよ

うに影響を与えるのかを考察してゆく。 

   

2-2.1 Kindle のビジネスモデル 

米国では一般に新刊本の単行本の定価は 27ドル程度、デジタル版の定価は 20ドルである。

小売店は 10 ドル程度でデジタル版を仕入れ、16 ドル程度で売るのが慣習になっている。た

とえばソニー・リーダーのオンラインストアでは大半のベストセラーが 16 ドルで販売され

ている。Amazon.com はこれを 9.99 ドルで売り、しかも EV-DO を提供するスプリント・

ネクステル社への通信料は Amazon が肩代わりして支払う。このため、新書からの利益は

まったく出ない。しかし Amazon はこの低価格を武器に読者を開拓し、実際の利益はキン

ドルのハードウエア本体（399 ドル）に加え、新聞購読費（1 新聞あたり月額 10-15 ドル程

度）や雑誌・ブログ購読費（例えばタイム紙で月額 1 ドル 50 セント、1 ブログあたり月額

1-2 ドル程度）、需要が限定された 30 ドルから 100 ドルの電子ブック（主に専門書）および

印税を払う必要のない著作権切れの電子ブックなどの販売から得る。Kindle 版の売り上げ

は Kindle 端末の増加に合わせて伸びている。専用端末に加えて 2009 年 3 月に「Kindle for 

iPhone and iPod touch」をリリースしたことで売り上げを急速に伸ばし、2009 年 5 月時点

で紙媒体の売り上げの 35%にまで成長している。 

Amazonは 2009年 10月 22日，同年第 3四半期の決算を発表した。売上高は 54億 5000万ド

ルで前年同期の 42億 6000万ドルから 28％増加した。同社設立者兼 CEOのベゾス氏によると，

Kindleは同社ECサイトのエレクトロニクス部門だけでなく，全カテゴリにおいて販売台数と売上高
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ともに首位アイテムとなっている。さらに Amazon.は，Kindle対応の電子書籍をパソコン上で読め

るようにするアプリケーション「Kindle for PC」の無償提供を 11月より開始すると発表した。同期機

能「Whispersync」を備えており，Kindleなど他のデバイスで付けたブックマークをそのまま維持

できる。つまり Kindleで途中まで読んだ電子書籍の続きを，パソコンで読むことが可能となる。 

 

2-2.2 日本における出版業界の懸念 

日本では出版業界が Kindle への対応を急いでいる。世界最大のオンライン書店のアマゾン

がキンドルの日本語版を出せば、日本の出版社は共倒れになりかねないという危機感によ

るものだ。このため講談社、小学館、新潮社など出版社 21 社が 2010 年 2 月「日本電子書

籍出版社協会」を設立することにした。今回共同で電子書籍協会を設立することにした 21

社は漫画をのぞく日本の出版市場売り上げの 9 割を占めている。競争関係にある出版社が

異例に団結したのは、日本の著作権法が「著述のデジタル化に対する権利は著者にある」

と規定しているためである。ある出版社の関係者は、「アマゾンが著者に直接交渉して電子

書籍の出版権を得た場合、その本を最初に刊行した出版社は一切手を出せなくなる」と懸

念している。アマゾンがデジタル印税を紙の本の印税より多く支払うなど積極的に出てく

る場合には資金力に弱い出版業界は身動きが取れなくなるという懸念が出ている。 

現に Amazonはアマゾンは 2010年 01月 21日に、作家または出版社が設定した価格が 2.99

～9.99 ドル、電子書籍の価格が紙媒体の書籍の最低価格より 20％以上安いなどの条件を満

たした場合に、作家や出版社に支払う印税を、電子書籍の表示価格の 35％から 70％に引き

上げるなど著作権者の取り込みを始めている。さらに、キンドル向けアプリケーション開

発キットの提供を発表した。これにより、書籍の価格破壊、出版社を抜きにした作家の直

接出版、紙の出版のない書籍、紙の書籍では実現できない Web2.0のようなインタラクティ

ブな書籍、書店購入からネット購入が多数、への移行が始まるとも考えられる。これに対

応し、共同で電子書籍会社を設立してアマゾンの攻略を事前に食い止めることが日本の出

版業界の構想だ。出版社は日本政府に制度的支援を要請し、著者らから書籍のデジタル化

権利を確保する方針だ。出版社は電子書籍のデジタル規格を統一する作業もともに進めて

いくことにした。日本の電子書籍市場は 2008年に 464億円に達し、今後５年以内に 3000

億円規模に成長すると予想されている。 

電子書籍ならよりロングテールな書籍が販売可能になると考えられるため Amazonは電子書

籍分野にこれからも力を入れてゆくと考えられる。 
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3. Google の発展とネット業界の構図の変化 

 

3-1 Google の誕生 

スタンフォード大学の学生であっ

たラリー・ペイジとセルゲイ・ブリ

ン技術部門担当社長は１９９８年

４月に学術系論文にて「広告収入を

得ている検索エンジン」を批判した。

彼らは検索エンジンの検索結果は

学術的範囲にとどめるべきとまで

考えており、よりユーザーであるべ

きと考えていた。その様な思想のもとに彼らは 1998年 7月にGoogleを設立したのである。

ペイジとブリンは想像力豊かな天才であったが経営に関しては素人であった。そこで 2001

年に米ノベルのCEOであったエリック・シュミットを会長兼CEOに迎え入れたのである。

この３人によって Google は安定して発展していくことになる 

 

3-2 Google の発展 

Googleはこれまでインターネット上に散在する、どれほど価値があっても集約されない

限りにおいては何の役にも立たない数多の野良情報、それを集め倒し検索可能にしたこと

で、個々では意味のないものの集合体を非常に意味あるものにした「コンテンツを持たな

い企業」であった。ここではGoogleがどのような方法で発展したのか考察したい。 

 

 3-2.1 奇抜な収益モデル 

Adwords にせよ Adsense にせよ、野良データの集合体が多大な価値を持った基盤の上に、

企業や商品情報等野良でない整理された情報を野良データより優先配信することに対し課

金してきた、というのが Google の広告モデルである。 

企業とユーザーをつなぐための検索連動型広告「Google Adwords」は、「広告も情報のひと

つ」という考えから生み出されたものである。スパイダー型のロボット検索を提供し大き

な革命となった。単語分析だけでなく、単語の価値、そしてページの検索結果がユーザー

にとってどの程度価値があるか、アルゴリズムとして構築した Google Adwords では、一番

高い広告料を支払った広告主を一番上に表示するのではなく、ユーザーにとって意味があ

ると思われる情報を常に優先している。実際にクリックされる比率と広告単価を併せて広

告掲載順位を決めるため、ユーザーが求めている情報と広告のマッチング精度が高まると

いう仕組みである。 
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Google の 2009 年の売上高は 218 億ドル（約 1 兆 9587 億円）であるが、広告が売上高に

占める割合は 2008 年 12 月末時点で 96.9%にものぼるのである。 

Google が誕生した当初はバナー広告が一般的であったためこの収益モデルはほとんど注目

されなかった。この事が Google に大きな飛躍のチャンスを与えたのである。 

 

  3-2.2 Google の検索エンジンに対するルール 

Google は自社の核となる検索エンジンの作成において以下のようなルールを定めている。 

1 つ目のルールは「ユーザーが理解可能な形にすること」。集められるすべての情報を流す

のではなく、ある程度セレクションすることで、一人の人間が吸収できる量にするのが重

要であるということである。 

2 つ目は「ユーザーとの関連性」。同じ検索キーワードでも意味の違うものがあるため、

Google はユーザーの検索履歴をもとに目的にあった結果を表示するようにしている。 

3 つ目は「反応速度」。ユーザーが求める情報をすぐに得られるよう、検索結果が表示され

るまでの時間をできるだけ短くしている。 

4 つ目は「ユーザーインターフェース」。これは単純にサービスの操作性を向上させるだけ

でなく、検索結果のどの部分が広告であるかを明確にし、純粋な検索結果を明示すること

も含む。 

Google はこれら 4 つのルールをモバイル版サービスでも同様に意識しているという。 

 

  3-2.3  競合者を活用した技術革新 

Google はその成長戦略も独特であったと言えるだろう。Google 創業当時検索サイトとして

有力だったのはポータルサイトを確立させた Yahoo!であった。Google はまず Yahoo!の検索

エンジンとして採用されることを目指したのである。 

Yahoo!の検索は多くて二段階で行われる。第一段階は検索語句が送信されると Yahoo!のス

タッフが編集したウェブディレクトリのテーマカテゴリの中から探す。検索語句がディレ

クトリの見出しと一致すれば、関連するディレクトリの内容が表示される。ここで見つか

らなければ第二段階にはいる。Yahoo!は契約先の検索エンジンに検索語句を送信し、その

検索エンジンが収集してインデックスしたウェブページのすべてのコピーの中から探し出

すのだ。 

Yahoo!では誰もがこの第二段階を面白みのない舞台裏のサービスであり、数多くあるほか

の検索エンジンに任せてしまえばいいと考えていた。 

そして Google はこの事を活用する。Google は当時設立からわずか２年だったがこの外

注先として選ばれた。（２０００年）Google の検索は質が高く、存在感を発揮した。（競合

は１３社あった）それでも Google は特に優れていたわけではないが、安価で提供すること

によって契約を勝ち取っていった。（インクトゥミが対照的な例であると言える） 

当時Googleは対外的には検索エンジンを提供することによる利益で収益を増やしている
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と考えられていた。理由はバナー広告に比べてテキスト広告による収益が見えにくかった

事が考えられる。 

Google はこの様な目立ちにくい環境下で技術革新を進めた。Google は特に技術革新に力

を入れており、例えば 2006 年 12 億ドルだった R&D（研究開発）費用は 2008 年に 27 億

ドルにしている。 

 

3-2.4 米国検索サイトシェア NO.1 へ 

Google の社是に「世界中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使えるようにす

る。」という言葉がある。 

Yahoo!に検索エンジンを提供し始めたわずか二年後の 2002年 4月にはグーグルは世界の検

索要求の 47％を処理するようになった。（ヤフーは 21％） 

そして 2009 年現在米国の検索シェアの 64.6%を獲得している。（ちなみに Yahoo!16.0%、

マイクロソフト 10.7%、その他 8.7%（米ニールセン・オンライン調べ））これはいかに Google

の理念が企業や一般人のニーズを捉えていたかを物語っている。 

 

3-2.5 エリック・シュミットの会長就任 

先にも述べたが、Google の若い創業者 2 人は 2003 年に当時米ノベルのエリック・シュミ

ットを経営者として迎えた。この事は Google という会社が発展するために大きく寄与する

事になったが、当時はかなりの物議をかもした。なぜなら、米ノベルといえばインターネ

ットの原型とも言える ARPANET の時代まで遡ることができる歴史ある企業であり、そこ

を立て直しつつあった彼はキャリアの頂点にたどり着こうとしていた。Google は注目を浴

びる企業ではあったが、そんな彼が身を投じるには危険すぎると思われていたのだ。 

 シュミット氏がなぜ再建途上のノベルから Google へ移ったのかははっきりしない。もし

かしたら Microsoft と競合して疲弊したノベルより若い Google の方に魅力を感じたのかも

しれない。現にシュミット氏の CEO 就任後の Google は検索エンジンビジネスやインター

ネット広告代理店の枠組みを超えてより広いネットビジネスの世界に参入していくのであ

る。 

 

3-3 新しい分野への進出 

シュミットの会長就任以後Googleは検索エンジンとしてだけではなく幅広い事業に手を出

している。この変化とはいかなるものでその理由とは一体何なのかを考察していく。なお、

Google の OS 戦略については第四章で考察するため本章では省かせていただく。 

 

  3-3.1 Google の変化 

Google は、テキスト検索の世界では金を採って広告として「配信してやっていた」類の

情報を、位置情報の世界では、わざわざ自分で金を払って入手し、「タダで配信してくれて」
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いるのであるなぜ Google がテキスト広告と同じ戦略を採らなかった。将来、Google も位

置情報ベースの野良データ収集に乗り出すかもしれないが、一方で既に現在配信している

ような整理された行儀のよい情報配信も行ってしまっている以上、それを中止して広告費

を出したところだけの広告配信に切り替える、というようなことも考えにくい。 

この点で Google は明らかに何らかの方向転換をしているのではないかとも考えられる。 

 

 

  3-3.2 薄くなるリアルとデジタルの垣根 

Google はその目的である情報の整理の場をデジタルのみではなくリアルな空間にも広げて

いる。これは新たな可能性を広げるとともに様々な既得権益との摩擦の誕生も意味する。 

 

   3-3.2.1 ストリートビュー 

Web 上に提供される位置情報といえばこれまであくまで整理された情報であった。ストリ

ートビューは実際の写真の映像を活用することによって、これまで隔絶されていたリアル

の世界をデジタル化した。これによりユーザーはあらかじめ発信者の意図に沿って用意さ

れたデータではなくリアルな世界をデジタルで体験できるようになった。 

 

   3-3.2.2 ブックサーチ 

いままで電子書籍といえば既存の書籍をデジタル化したものや、デジタル用に準備された

ものを指していた。Google はその様なデジタル化のために整理されたデータだけではなく

膨大なアナログなデータをスキャニングという方法でデジタル化し Web 上で整理すること

を目指したのである。まだ書物の 5%しかデジタル化していないといわれているがその反響

は大きい。  

 

   3-3.3 まとめ 

このほか Google は、Microsoft の「Office」に対抗するホステッド・サービス「Google Apps」

のアップグレード、Web アプリケーションをオフラインの状態でも使えるようにするオー

プンソースのブラウザ拡張「Google Gears」、新しいソーシャル・ネットワーキング・プラ

ットフォームの開発など、複数のプロジェクトを推進している。すでに同社はアリゾナ州

立大学でソーシャル・ネットワーキング・ソフトウェアのテストを行っており、近い将来

正式にリリースするとのうわさもある。さらに、何らかの形でテレビ・サービスにも乗り

出す可能性がある。詳細は不明だが、同社はテレビに対応するサービスを開発するために

ソフトウェア・エンジニアのチームを雇っている。先に Youtube を買収したこともこの一

環と考えられる。しかしこれはコンテンツの中に違法なものや盗作などが含まれている可

能性もあるため、広告主は YouTube への広告に及び腰という問題がある。 
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3-4 Google の弱点 

  3-4 .1 偏りすぎる収益源 

米国 IDC のデジタル・メディア／エンターテインメント・プログラム担当ディレクター、

カーステン・ウェイド（Karsten Weide）氏は、「Google にとって最も優先すべき課題は、

収入源の多様化だ」と指摘し、売上げの 99.1％を検索広告に頼る同社の脆弱性に警鐘を鳴

した。Google が先に述べたような幅広い事業に手を出すのは広告収入を得られる場を増や

す目的と新たな収益源を求めての戦略であると考えられる。 

 

  3-4 .2 強すぎるオーナー支配 

グーグルの提供する新サービスは収益化のメドが立ちにくい事業も尐なくない。目先の利

益を追うよりも、サービス事業の多様化を優先する経営方針のため投資家の理解を得にく

い。そこで 2人の創業者とシュミットCEOに普通株の 10倍の議決権を持つ種類株を発行、

外部の声に左右されない統治体制を築く。これはもし業績が悪化した場合に自浄作用が聞

かなくなる可能性を意味する。 

 

 3-5 Google が立ち向かって行く諸問題 

Google は創立以来「悪事を働くな」という言葉を社是にしている。しかし、Google はシリ

コンバレーのベンチャー企業に特徴的なチャレンジ精神がありそのことが時に大きな軋轢

を生むことがある。比較的若い企業である Google は Microsoft などと比べ悪評が尐なく先

にあげた Yahoo!の事例のようにそのブランドイメージをどう形作っていくかも重要な要素

となっている。 

 

3-5.1 中国への対応 

2006 年 1 月以降 Google 中国政府の機嫌を損ねないよう Google.cn において中国政府の意

向にそって自主規制している。つまり、検閲付きの検索エンジンを提供したのである。こ

の事について「悪事を働くな」という社是が単なる建前でしかないと非難する声もある。 

共同創業者であるブリンは「検閲を助けるという決定は、ビジネス全体として考えた場合

損になった」と、時に独善的ともいえる倫理観を持つ西欧社会でうまくやっていくことの

難しさを踏まえたとも言える発言をしたが、それでも Google は中国政府と協調しながら中

国市場で活動することは、中国社会をオープンなものにする役に立つので長期的には善を

なすことになるとしてきた。 

 

3-5.1.1  変化の兆し 

しかし、2009 年末に Google の社内インフラに対して行われた「きわめて高度かつ標的を

定めた攻撃」と「Google の知的財産の窃盗」が行われた事により中国事業に抜本的変更を

行おうとしている。 
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一連の攻撃は Google のデータのみが対象ではなく、尐なくともその他 20 社以上の企業が

標的となっており、業種はインターネット、金融、化学薬品等多岐にわたる。さらに Google

は、世界中の中国人権活動家の Gmail アカウントに侵入するフィッシング攻撃が使われた

ことも発見した。グーグルは声明で「弊社は、Google.cn の検索結果に対する検閲を続けな

い方針を決定した。これに伴い向こう数週間に中国政府と、法の範囲内で、たとえ合法的

であったとしても、検閲をかけない形でのウェブ検索事業の運営を可能にするための基準

について、協議する予定だ」と明らかにした上で、「われわれは、これにより、弊社の中

国ウェブサイトの閉鎖、ひいては中国事業からの撤退につながる可能性があることを十分

に認識している」とした。 

オバマ政権は対中国でより強硬な路線を取る意向を示し、Googleは中国から事業撤退する可能

性を示唆した。クリントン米国務長官のロス上級顧問は 2009年１月 12日ロイターに対し、「コーカ

サス、中国、イラン、キューバなどでは、人々は検閲されていないインターネットに自由にアクセスで

きない。われわれのインターネット政策は、国民の情報へのアクセスを組織的に抑圧している国が

存在することへの対応でもある」と語った。また、米国務省のクロウリー報道官は、グーグルの発表

を受け、各国がコンピューター・ネットワークへの悪意ある行為を犯罪とみなすべきとの見解を示し、

「グーグルの決定の詳細を尊重するつもりだ。グーグルは発表前からわれわれと連絡を取っていた。

悪意のあるサイバー行為の拠点がどこであれ、各国は自国のインターネットの安全を維持する責務

を負っている。これは中国も同じだ」と述べた。 

この最も勢いのある国家と米国で最も勢いのある企業の争いは、中国に分があると見る向

きが強い。中国は依然として世界で最も魅力のある市場であり Google 経営者も中国残留へ

の意思を示している。今後 Google がどのような動きを取るかがこれからの ICT 企業の世界

戦略に大きく影響を与えることは間違いなく注目すべきである。 

 

3-5.2 権利侵害 

次にGoogleのプライバシーを軽視するかのような姿勢に非難が集まっている事について述

べたい。「公道のパノラマ写真が見ることができるストリートビュー」を公開して以降、

Google と一般人とのトラブルが絶えない。2008 年 8 月 5 日から日本でも公開されたが、公

開当日から個人のプライバシーを侵害しているとして日本国内より非難が集中し、のちに

申告された物だけぼかしを入れたり画像をごっそり削除するなどの対処を行った。日本で

はストリートビューを停止すべきとの要求も出され、2009 年 6 月日本の総務省は、適切な

処理が行われている限りでは道路周辺映像提供サービスそのものに違法性はなく、一律の

停止ではなく個別に侵害のおそれのある事案に対処していくことが望ましいとの見解をま

とめた。一方で「法的な問題を克服できたからといって直ちに受け入れられるサービスと

いえるわけではない」と指摘しており、一般市民の抱く不安感の解消のための取組をサー

ビス提供者に求めた。ブックサーチにおいても著作権の侵害であるとして騒がれることに

なった。書籍のデジタル化と無料公開は書籍を販売することによって利益を得ていた出版
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業界や著作権者の権益を侵害することになりかねないのである。これに対して Google は著

作権者の要請があればコンテンツから外すなどの和解を一旦成立させたが、Microsoft や

Amazon などに連携して訴えられるなどして結果として 2009 年 11 月現在日本の書籍は含

まれないことが示されることとなった。 

第四章 これからの ICT 業界の変化の可能性 

本章ではこれからの ICT 社会において必要不可欠になるであろうクラウドコンピューティ

ングの技術と、それを基に起こるであろうモバイル端末・OS の発展を考察しながらこれか

らの ICT 社会の変化を考察したい。 

1. クラウドコンピューティング 

 1-1 クラウドコンピューティングとは？ 

「クラウド」とはネットワークを表す。従来より「コ

ンピュータシステムのイメージ図」ではネットワー

クを雲の図で表す場合が多く、それが由来と言われ

ている。従来のコンピュータ利用は、ユーザー（企

業、個人など）がコンピュータのハードウェア、ソフトウェア、データなどを、自分自身

で保有・管理していたのに対し、クラウドコンピューティングでは「ユーザーはインター

ネットの向こう側からサービスを受け、サービス利用料金を払う」形になる。 

 

1-2 『クラウドコンピューティング』の活用 

1-2.1 企業の経費削減 

例えば企業ならばデータセンターの設備を所有せずともデータセンターが提供している

サービスの対価を支払って利用することができ、アップグレードや関連するハードウェア投資に

ついて心配する必要がなくなる。サービス・プロバイダー側でアップグレードが行われ、アップグレ

ードされたサービスがWeb経由で提供されるのである。 

さらにクラウドにアウトソーシングできる分野の仕事を優秀なスタッフに担当させずに

済み、会社の差別化に貢献する仕事に集中させることもできると考えられる。 

 

1-2.2 変化するアプリケーション (ex.Google ドキュメント) 

ワード機能とチャット機能を合わせたイメージ。メール   

で複数人間に情報を送った場合その情報をもう一度集め  

てまとめなければならなかったが、Google ドキュメント

ならリアルタイムで情報を共有できる。 
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2. モバイル端末におけるビジネスがカギを握るネットの未来 

世界で 1 年間に売れる PC は約 3 億台、携帯電話は約 10 億台である。にもかかわらず、情

報端末としての携帯電話はまだ始まったばかりである。本章では携帯端末が ICT ビジネス

においてどのような位置づけになっていくのか考察してゆく。 

 

2-1 日本の高機能ケータイがもたらす変化の可能性 

日本特有のモバイル文化の特徴を端的に表す数字として、「日本ではネットといえば携帯電

話でのネットを連想する人が全体の 4 分の 1 に上る」というデータがある。まだインター

ネットが十分普及していないころから NTT ドコモの i モードがスタートしたため、最初に

持ったメールアドレスが携帯電話用だった人も多いからである。 

 

2-2 通信機器から情報端末へ 

携帯電話が情報端末として位置づけられるのは確実な情勢である。現在携帯端末の場合ア

プリケーション使用に際して月額課金をして収益を得る事が一般的なモデルであるが、今

後どのように変わっていくと考えられるのか。また、モバイルでの展開をするにあたって、

現在ウェブで提供しているサービスをどのようにモバイル化していくかという課題もある。 

 

  2-2.1 Android と Google の戦略 

Android とは Google のモバイル向けのプラットフォームである。Android の目指すのは 未

開の耕地の開拓である。オープンソース化することによってシェア拡大を目指す。収益モ

デルはいなるものになるのか。 

 

   2-2.1.1 今後の戦略 

Google のストラテジック パートナーディベロップメント マネージャーの Lagerling は、

Google のモバイル戦略において「パーソナライズ」「情報の最適化」「ユーザーインター

フェース」を重要項目として挙げた。つまり、ユーザーに身近な形で検索結果を出し、さ

らに情報を効率よく最適化した形で提供することを目指すのである。モバイルは PC 以上に、

さまざまなパートナーがいるため API を公開するなどして、他の企業に対してオープンな

環境を作り出し、ユーザーに対してもリベラルな形でコンテンツへの経路を示すことを目

指している。GoogleはGmailを携帯電話からも見やすいように一部表示を最適化している。

また、コンテンツレイヤーでの FMC（固定とモバイルの融合）実現に貢献できるのではと

いう可能性に基づき、シンクライアントのような安心感、安全性、そして利便性を実現す

るサービスも実現を目指している。Lagerling 氏は、「PC で広告主に提供できているバリ

ューをモバイルでも提供したい」と述べモバイルでも広告中心のビジネスモデルの確立を

目指すことを明らかにしている。 

また Lagerling 氏は 2007 年の講演に際し Google のモバイル戦略は米国から世界へではな
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く日本から世界へ発展させていくとの考えを示している。 

その特殊性によりガラパゴス化していると言われる日本の携帯文化が世界にどのような影

響を及ぼすのかは興味深い。 

 

3. これからの ICT 企業についての考察 

3-1 Chrome OS 

  3-1.1 特徴 

Google は年内にそのソースコードを公開するとしており、重要な要

素はスピードと使いやすさ、安全性としている。 

その概要は以下の通りである。 

①ユーザーが数秒でコンピューターを立ち上げてウェブにアクセス

できるように、非常に高速で軽量の OS である事。 

②ユーザーインターフェースはユーザーの妨げにならないよう最小限に抑えられ、ユーザ

ーエクスペリエンスのほとんどはウェブ上で提供されるようになる。 

③ユーザーがウィルスやマルウェア、セキュリティ更新に対処したりしなくてもよいよう

に、基本に帰って OS の基礎をなすセキュリティアーキテクチャを全面的に設計し直すと

いうこと。 

2010 年には米 HP が搭載、東芝も搭載予定である。 

 

  3-2 Windows との競合 

検索エンジンの分野において遅れをとっているとはいえ、Microsoft の存在感はまだまだ大

きい。Google がいかに革新的な技術やビジネスモデルで対抗しようとしても、シェア 9 割

を覆すのは容易ではないだろう。しかし、Microsoft がクラウドに対応したビジネスモデル

をすんなり受け入れるとは考え難い。 

 

  3-3 Google はいかなる収益モデルを打ち出すのか 

いかに多くの人々に受け入れられるか、 安定した収益を打ち出せるかがカギである。モバ

イルの分野でもそうであったように私やはり一般人向けには広告収入をメインとしたビジ

ネスモデルを打ち出すのではないかと考えている。ただし、Google は Apps において法人

向けには高額ではないにしろ使用に際し年額で課金している。法人向けに低廉で提供しそ

こから個人向けの使用を喚起し、最終的にはやはり広告による収入を得ようとするビジネ

スモデルであると考えられる。 

 

 

 

 



山田正雄ゼミナール卒業論文 

山田正雄ゼミナール８期生 穂坂英寿 

ICT 企業の変化がもたらす新しいネット秩序の構築 

        22 

 

第五章 結びに変えて、これからの ICT 社会についての考察 

 

私は今回の論文を作成するに当たって、この論文をゼミナールで学んだ ICT 社会の構造

に対する考察の集大成にしたいと考えた。しかし、社会全体を考察する事はテーマとなる

べき課題が多すぎであり無駄に長くなってしまいかねない。そこで、社会の変化を ICT 企

業の盛衰を中心に見ていけばこれからの社会の変化、あり方が見えてくるのではないかと

考え今回のテーマを決めました。 

PC の誕生から今日に至るまで技術革新に伴い ICT 業界では様々なビジネスが誕生し

人々の生活を大きく変えてきた。特にインターネットインフラの整備によるブロードバン

ド･ゼロ地帯の解消はさらに多くの人々に ICT による変化の恩恵をもたらすことになった。 

今後のクラウドコンピューティングの発達による ICT 企業の変化はそれ以上の変化を私

たちに提供してくれるかもしれない。知りたい情報を得るのに何分も PC の立ち上げを待つ

必要はなくなるだろうし、自分の PC 上で作成したデータを複数の相手にメール送信しその

一人ひとりの反応を整理して共有する労力もなくなっていくだろう。Web2.0 はクラウドコ

ンピューティングやオープンソースによるユーザー参加や集合知の活用という基盤をもと

により完成度を高めていくことであろう。私達ユーザーの欲求はより多くの場面で影響を

与え、それを活用できる企業こそが今後発展していくことになるだろう。 

Google がいち早くクラウドコンピューティングの実用化に手をつけたのは興味深い。し

かし、だからといって Google が現在の Microsoft のように単独で世界に影響を与え続ける

企業になるとは考え難いように思える。ユーザーのニーズは移ろいやすくその変化を掴む

事は難しい。クラウドコンピューティングによる ICT 市場の拡大やユビキタス化の促進は

その変化のスピードをより促進し、オープンソースや水平分業による技術革新はライバル

を増やす可能性があると考えられるからである。 

 私はこの様な変化による企業の自由競争の激化こそが、これまで以上のインターネット、

ひいては ICT の公益性をもたらしてくれるであろうと考えている。 

 今回の私の論文は未完成ではありますが、今後新たに出てくるであろう問題とそれに対

応していく企業・行政の動向を注視しながらこれからも考察を続けて行きたいと考えてい

ます。 

最後に、本論文を作成に当たり協力してくださった山田正雄教授、ゼミナールの皆さん

に感謝の意を述べて締めくくりの言葉とさせていただきたい。 
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